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研究成果の概要： 

 「集団思考による意思決定の質の低下」の問題を抑制するため，匿名保証型 DSS が提案され
ている。本研究では，匿名保証型 DSS 構築で課題として残されていた収斂支援機構のインプリ
メントを行い，予算案の作成プロセスで収斂過程が改善するか否かを「多数の代替案や反対案
が洗練された少数案となるか否か」の視点から実証的に確認した．技術的には，当初目標とし
た議事プロセスの動的変化への対処だけでなく，議事規則の動的変更にも対応できる枠組みを
構築した． 
 

交付額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2006 年度 1,200,000 0 1,200,000 

2007 年度 1,100,000 0 1,100,000 

2008 年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

年度  

  年度  

総 計 3,500,000 360,000 3,860,000 

 

 

研究分野：総合領域 

科研費の分科・細目：情報学・図書館情報学・人文社会情報学 

キーワード：意思決定支援, ＤＳＳ, 匿名性, 議論の収斂, 動的変更プロセス，予算決定 

 
 １．研究開始当初の背景 
(1) 「代表者会議」などの対面的な意思決
定機関の直接支援ではなく，これへの議案提
出権をもつ補完的な意思決定機関を仮想空
間上に設立し，全体としての意思決定プロセ
スの強化を図るアプローチをとる． 

個人的な意思決定の場合と異なり，集団的
な意思決定では各メンバーはしばしば検討
内容よりも情動的な人間関係を意識する．特
に，全員一致が重視され始めると，代替案や
反対案を積極的に提出する意向が弱まり結
論の質も下がっていく．この「集団思考」現
象の発生可能性は広く存在し，社会的損失が
憂慮される． 

 
(2) 補完機関では，匿名性を保証する代わ
りに全参加者に唯一不変（もしくは少数不
変）のハンドルネームを与え，情報の受発信
の履歴が各参加者を特徴づけていく環境を
構築する． 

 集団思考の抑制を目標として提出された
「匿名保証型 DSS」の基本構造は，以下の通
りである： 



３．研究の方法  （※補完機関では各参加者の匿名性が保
証されるが，無責任な発言を続けるとハン
ドルネーム自体に対する信頼が揺らぐ．結
果として議案提出プロセスから遠ざけら
れるため，サンクションが成立する．匿名
性を保証しつつ発言の連続性を維持し，責
任感維持の問題にもあわせて対処する枠
組みとなっている．） 

中心的な作業は「収斂支援機構の開発と組
み込み」と，「目標システムの利用実験と評
価」である。後者では，当初計画にもとづき，
大学図書館の予算決定過程と同期した実験
を組んだ。 
 
(1) 収斂支援機構の開発と組み込み 
 図書館に対する教員の図書推薦枠を用い
て，研究代表者がシステム内で評価の高い案
を推薦案に反映させることを保証して実験
を組むものとし，これにより最終的な図書選
定を行う図書館に対し議案提出権をもつシ
ステムを準備するものとした(a)。また，各
ユーザは唯一不変のハンドルネームを用い
ての利用が可能になるよう基礎システムを
設計した(b)。基礎システムは，匿名保証型
DSS の a),b)の機能をもつが，c)の機能を欠
くものである。 

 
(3) 補完機関では，意見の収斂のために巨
大な討議室を 1つ設けるのではなく，各提案
者に対して個別で多段階的な討議プロセス
を自動設定し，多くの参加者による相互評価
を課す．この並行プロセスを通して淘汰され
ない少数案を導出する． 

（※ ある案の獲得票数がその案の「重み」
であり，この重みが全参加者数に対し一定
割合に達すると上位の機関に提出される
とする．当初の重みは小さいため，特定案
に賛成する参加者は代表者を選び，代表者
は他の賛成者数の票を自ら投ずる権利を
得るとする．代表者は，案の妥当性を議論
する会議を繰り返し開催し，他の参加者や
代表者の票を獲得して案の重みを増加さ
せる．会議では，匿名性により厳しい相互
批判ができると同時に，代表者相互の案の
融合交渉等も支援される。） 

設計した基礎システムの概要を図 1に示す。
基礎システムには，手元の書籍のリストから，
そのリストの持ち主が自分に適切な未読書
籍のリスト（図書館への推薦リストの原案と
なる）を作成するのを支援するため，協調フ
ィルタリング機能を含めた（図の中央下部）。
すなわち，通常の選挙等の問題の場合と異な
り，本実験では参加者は知識の少ない未読書
籍のリストを選択肢として提出し，議論しな
くてはならない。このための支援機能を加え
た。 

 
 過去の研究においてa), b)の機能をもつ狭
義の匿名保証型 DSS は構築済みであり，これ
が代替案や反対案の増加を支援できること
は概ね確認できてきている。しかし，c)の機
能は未完成であり，個別に提出される反対案
や代替案をより高水準で少数の反対案や代
替案へと収斂させていく枠組みは欠けてい
る。このため，『予算案作成』など個別の希
望を調整して統一案をまとめていくべき一
般的問題にはまだ適用が困難であった。 

 

 
２．研究の目的 

本研究の目的は，収斂的支援をあわせて行
う匿名保証型 DSS をインプリメントし，この
上で収斂過程が実際に改善するか否かを「多
数の代替案や反対案が洗練された少数案と
なるか否か」の視点から実証的に確認するこ
とである． 

図 1. 図書選択のための基礎システム 

図 1 で，P1 から Pn は実験協力者の学生，
Manager は図書館への推薦を行う教員（シス
テム管理者）である。実験協力者は書籍評価
のデータ In(P1)から In(Pn)を入力し，協調
フィルタリング機能による推薦リスト
Out(P1)から Out(Pn)を受ける。In(P1)は P1
による複数書籍の評価データのリスト（ISBN, 
Title等の他にP1による評価値を含めたレコ
ードのリスト）である。Out(P1)は P2 から Pn 
の P1 に対する相関値計算から，P1 が未評価
で，かつ高く評価すると見込まれた書籍をリ
ストしたデータである。中央上部の点線円 c)
の部分が案の収斂過程の部分であり，この支
援のための設計が本研究の中心課題である。 

本研究の技術的な焦点は，代表者相互の討
議では議事支援シナリオが動的に変化しう
るという点であり，このために議論の展開結
果を反映して議事支援プロセスを動的に変
更して利用できる機構が必要となる。具体的
には，例えば A, B, C の順の議事予定が，A
の議論中に A, C, B, D の順への変更という
結論を得た場合，A プロセスの出力が同変更
命令を反映した実行系を半自動的に導出す
るような支援機構を目標とする。 
 



収斂性の実験確認の上では，協調フィルタリ
ングの利用が（最初から複数案の類似を招く
等の形で）影響を与えると問題である。この
点は実験参加者（数百名）よりも十分に大き
な規模の外部ユーザデータをシステムに含
めることで対処した。Web 上で提供されてい
る 5089 件の外部ユーザデータ，対応する
154550 冊の書籍データを準備した（同一書籍
が複数ユーザに対応する場合があるため，ユ
ーザと書籍間の対応リンク総数は書籍デー
タ数より多く，335131 件）。これにより，各
実験参加者は他の実験参加者の登録よりも
それぞれ類似した外部ユーザデータに関す
る計算に基づく未読書籍のリストを得るよ
うになる。実際，後述の利用実験では，すべ
ての案の相互類似性は提出直後の段階でゼ
ロとなり，実験における収斂は収斂支援機能
の利用結果と位置づけられる（次節参照）。  
 

 

図 2. 収斂支援機能を加えた実験システム 

図 2は収斂支援機能を加えた実験システム
の概要である。議論の中で議論の進め方が変
わるという動的変更を含む収斂プロセスに
適切な形式的表現を与える内部構造（図右の
二重円部）と，参加者の多様なアクセス方式
に耐えるインターフェース（図左の各円部）
の準備を主に行った。前者が中心的な収斂支
援部であり，具体的な構築内容は次節に整理
する。 
 
(2) 目標システムの利用実験と評価 

大学図書館の予算決定過程と同期した実
験を組み，580 人の学生を電子的発言権保有
者（以下「参加者」）として登録して利用実
験を行った。参加者への謝金は準備せず，議
案提出権自体を報酬とした。 

利用実験では，前述の匿名性保証，議論の
動的変更の支援等のほか，以下の i)-iii)の
条件を前提とした：i) 書籍購入の予算枠は
複数カテゴリがあり，各枠はある程度変更可
能であること｡ii)「カテゴリ間でバランスの
取れた案」を導出すること｡iii)「カテゴリ
内でバランスの取れた案」を導出すること。 

i)-iii)は，意思決定問題としての予算案
決定がもつ主な特性の整理であり，通常の選

挙等における択一的決定との相違点である。
これら「バランス」や「類似分野」に対する
明確な基準が見出しにくい中で，参加者自身
の相互作用により議論が収斂していくか否
かを重視した。 
 
４．研究の成果 
 

(1) 収斂支援機構を含む匿名保証型 DSS 
図書選択を目的とした収斂支援機構を含

む匿名保証型 DSS を，リレーショナルデータ
ベースと連動する PHP ベースの Web システム
として作成した（以下「本棚システム」）。議
論の順序変更の支援だけでなく，（α）他者
案の部分的採用や他者案に対する支持の変
更が任意の時点で可能な機構と，（β）発言
回数の制限や問題を含む発言の隠蔽等の秩
序維持処理を参加者が共同で行なう機構を
設計して実装した。 

 

図 3. 構築システムの概要 

図 3は，構築システムの概要である。上部
の 4行 3列の表が基本的なインターフェース
であり,このうち下の 1 行（左から A:購入案
の作成，B:購入案の議論，C:購入案の評価の
部分）が収斂支援部，他が基本システム部で
ある。参加者は基本システム部で個人書籍の
登録活動をして推薦リストを作成するが，実
際に代表者として案を提出する際には Aの購
入案の作成の欄で提出のための処理を行う
（匿名化，書籍カテゴリの確認，書籍の推薦
順序の確認）。Bでは代表者相互の案の統合の
議論を，C では参加者（代表者も含む）によ
る案に対する投票（複数選択可能）を行う。
投票はいつでも修正が可能であり，代表者同
士が案を融合させた場合は両案の支持者は
統合案に投票すると見込まれる。各代表者も
常に案の構成を修正可能である。 
図 3下の点線部は，B, C の欄で表示される

情報の概要である（簡単のため図 3は 1案の
情報のみであるが，実際は全案のデータ表示



になる）。Dは書籍内容と順位を，Eは価格情
報等（カテゴリ，個別価格，カテゴリ別合計
価格など），Fは獲得票数や代表者自身のポリ
シー，BBS に連動したコメント欄である。代
表者は，B の欄でそれぞれ独自操作のための
「部屋」に入り，自分と相手の相関値を常に
確認する。 

案の統合は，得票数の増加に結びつくため
代表者にはメリットがある。案相互の収斂が
進むのは，1)案自体の構成を相互に類似させ
る操作と，2)自分の案を放棄してより優れた
他者案の支持を表明する操作が典型と位置
づけられる。まずこの 2点に関して、代表者
自身のボタン操作として任意の時点で実現
可能な仕組みを準備した（α）。1),2)いずれ
も相関値の変更として，関連する他者の部屋
に即座にメッセージとして伝わり，複数の部
屋で平行して近接化の交渉が進む形となる。
なお 2)の操作は，自分の票数を支持する相手
に与える操作でもある（匿名保証型 DSS の c）
の「代表者は他の賛成者数の票を自ら投ずる
権利を得る」のためである。この際，自分と
他者に同一の投票者が投票している場合は，
重計算の問題が生じないよう重複投票者数
の票数を自動的に減じる）。 
上記 1), 2)に含まれない言語交渉は，ボタ

ン操作でなく議論を要する。この点の支援と
して，議論の進め方を規則として設定し，そ
の規則の履行を半自動的に強制する秩序維
持機構を準備した（β）。議論の規則維持は，
議論の順序維持の問題を包含する上位問題
であるため（順序を無視した発言者の登場は
共通規則に対する違反となる），この秩序維
持機能は目標としたプロセス維持の機能を
超えている。 
 

 
図 4 自律的な秩序維持機構の組み込み 

図 4は（β）の枠組での討議とルール変更

の手続きの要約である。重要項目は(1)本文
書き込み欄，(2)ルール一覧表，(3)ルール変
更の申請欄，(4)投票欄である（本文書き込
み欄はルール変更の申請欄を兼ねる）。変更
対象のルールを(2)のリストから選択すると
本文書き込み欄で通知がなされ全員が(4)の
投票を行える。投票終了と同時に結果が本文
書き込み欄に表示され，可決されると(2)の
ルールの自動変更が実現される。 
例えば，(2)のルールの例として「発言回

数は 10 回までとする」，「討議時間は討議開
始から 72 時間」,「規則変更には参加者の 50%
以上の同意を要する」といったルールがある
とき，発言回数 10回を 20回に変更する案は，
システム内参加者の 50%の賛成があれば自動
的に実現する（討議の順序も設定によりシス
テム運用可能な規則のひとつとなる）。また，
50%という閾値自体も変更対象となりうる
（例えば 50%を 60%に変更する案は，当初は
50%の賛成で実現される。その後で 50%に戻す
案が出された場合は，実現に 60%の賛同を要
することになる）。 
最後に，システム全体に関わる類似性計算

の方法を以下のように定めた。類似性計算は，
近年の書籍用協調フィルタリングシステム
ではしばしば自らが購入したか否かの 2値表
示を前提とする。本研究でも，同様に原則と
して購入したか否かの 2 値を利用し，2 セッ
トの書籍リストの類似性は「共有書籍数」の
「両書籍数の和」に対する比とした（ただし
一致を 1.00 とするため 2 を乗ずる）。従来，
Resnick 他の GroupLens などでは多段階の評
価値を用いることが多い。GroupLens の例に
従えば，この前提のうえで，本人（K）と他
の特定参加者（L）との相関係数を，両者の
評価値ベクトルの共分散を両者の評価値ベ
クトルの積で割ることにより，以下のように
得る。 
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さらに新書籍（例では 6 冊目）に対する予
測値を，他の全参加者の相関係数を用いて以
下のように算出する。 
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多値入力には，しかしながら，否定的評価
の場合に参加者に動機づけが難しいなどの
課題が残る。また，本研究の設定では計算量
の問題も残る。この点から 2値を原則とする
方式を用いた。収斂性を確認する類似性計算
もこの計算によるものとした。（本研究では
反対案や代替案の検討も重視することから，
購入の有無のみでなく，批判的評価の入力を
支援するため，「参加者が読了後に推薦でき

 



ないと感じた書籍を非推薦リストとして登
録する」機能を導入する工夫も行った。非推
薦リストは In(P1)等とは別の書籍リストで
ある。2 値評価の基本演算は残し，受講生や
教員への出力に非推薦リストへの登録度数
を付加するシンプルな設計であり，実装して
動作確認の実験も行った。この点が図 2左下
の各円の機能に対応する。） 
 
(2) 匿名保証型 DSS の利用実験 
580 人の学生を電子的発言権保有者として

登録し，図書館の購入書籍の推薦案を共同作
成する文脈でシステム利用実験を行なった。
案相互の類似性を共通書籍の包含率として
評価して記録した結果，複数の案が相互に収
斂していく過程を確認できた。 
 
システム運用： 
2008 年 12 月 4 日開始 

登録者： 
国立 4年生大学Gの学生 580 人。 

収斂実験の条件設定： 
 システム内で案を提出する各代表者には，
「Webシステムのデザイン」，「プレゼンテー
ション」，「プライバシー」の 3カテゴリの書
籍の推薦を求めた。総額 2万円程度，３カテ
ゴリ間で概ねバランスがとれたリストにな
ること，各カテゴリ内でも特定の小分野に特
化しないようバランスに配慮することを求
めた。システム内で評価の高い案は，そのま
ま採用するとは限らないが，図書館への最終
案作成で丁寧に検討することを保証した。 
 
運用結果： 

アクセス者数：341 人(58.8%) 
データ登録活動者数：248 人(42.8%) 
代表者案登録者数：9人(1.6%) 
代表者案相互の収斂：（図 5参照） 

 
 データ登録者は所有書籍のデータを登録
したユーザである。すべてのデータ登録者は
自分用の推薦リストを得られるため，システ
ム内で 248名分の推薦案の算出がされている。
9 名のみが代表案としての提出を行ったこと
は，多くの参加者が既出の代表者案との類似
性等から自分の案の提出ではなく投票によ
るその支持を選択したことを意味する。よっ
てこの段階で一定の収斂が認められる。 

さらに，この 9案は提出当初は他者案と共
通部分がなかったが，その後のリスト構成の
入れ替えと他者案への支持の表明により，相
互関係の更新が進み，収斂の傾向を確認でき
た。図 5では案の提出者すなわち代表者を英
字で，案の版を数字で表す（例えば B2 は代
表者 Bによる第 2版の案）。また Step 数は各
代表者が行う案の構成の更新によりカウン
トし，討議の進行段階を示す。ここで Step1

（最初の代表者の第一案の提出に対応）から
最後の Step24 までは 29 日間であり，その後
収斂実験は 33日間の時間制限で終了した（シ
ステムの基本部は継続運用）。 

 

図 5 代表者案の収斂のプロセス 
 

図5では，まずStep11の段階でA1, B1, C4, 
D1, E1, F2, G1 の 7 案の提出があったが，相
互の相関値は 0だった（相関がある場合はラ
インで表す）。各案はそれぞれ 1 冊から 4 冊
の構成であった（以下の H, I も同様）。 
 Step17 は H, I を含めた 9 案すべてが提出
された段階である。この時点で，Aと F, D と
Gの間にはそれぞれ 0.400, 0,667 の相関値が
生じており，Step11 の段階よりも収斂した構
成内容となっている。 
 Step24 では，A が（F との相関は 0.333 に
弱まったが）新たに D と 0.400 の相関を，H
と Iが相互に 0.667 の相関を得ている。また， 
[]内の数値は各案への最終的な投票数であ
るが，この段階では 27 票をもつ H が 106 票
をもつ C への支持表明も行っているため，C
の票が 123 票と 17 票分増している（27 票中
10 票は元来同一の投票者によるものである
ため重複分として自動的に除かれている）。 
以上より，収斂性の高まる傾向が継続して

確認され，最終的に C案が最も高い評価を得
た段階で終了した。 
 
(3) 評価と展望 
本研究では，議論の順序変更の支援を超え，

（α）他者案の部分的採用や他者案に対する
支持の変更が任意の時点で可能な機構と，
（β）発言回数の制限や問題を含む発言の隠
蔽等の秩序維持処理を参加者が共同で行な
う機構を設計して実装し，議事支援機構を拡
張した。この上で 580 人の学生を電子的発言
権保有者として登録し，図書館の購入書籍の
推薦案を共同作成する文脈でシステム利用
実験を行なった。案相互の類似性を共通書籍
の包含率として評価して記録した結果，複数



の案が相互に収斂していく過程を確認でき
た。「バランス」の評価など明確な基準が見
出しにくい中で，参加者自身の相互作用によ
り議論が収斂しうることを確認できた点が
重要である。ただし，今回の実験では，代表
者として案を提出する参加者数はかなり限
定的だった。また，収斂の傾向を確認できた
ものの，単一の結論を導くような強い収斂性
を導くには至らなかった。これらの点の改善
は今後の課題である。  

一方，本研究の（β）の自律的な秩序維持
機構は，予算決定以外の文脈における，より
秩序維持の困難な多様なコミュニケーショ
ンシステムへの応用も期待される。この具体
的な応用システムの構築と利用実験も今後
の課題である。自律的な秩序維持機構自体に
ついても，閾値だけでなく規則文自体の更新
を可能とするような拡張が重要と思われる。
規則文設計には多様な可能性があると予想
され，汎用の規則文更新システムの構築は難
度の高い課題である。しかしながら，実現す
ればコミュニケーションシステムの管理者
作業の自動化に結びつくとも期待される。潜
在的可能性も大きく見込まれる問題であり，
今後継続的に検討したい。 
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